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Ⅴ　中古分譲マンション売買・売買媒介にあたっての情報入手について
⑴　中古分譲マンションの売買・売買の媒介時に、当該マンション管理（管理規約、各種細則、
管理費や修繕積立金の月額、滞納状況等）に関する情報を入手しようとする場合、それぞれ
どこに対し情報提供を依頼することが多いか、該当するものを選択してください。該当がな
ければ「その他」を選択し、具体的入手方法や入手先をお答えください。

・管理規約、細則に関する情報の入手先

〇	本社所在地が一都三県（東京、神奈川、埼玉、千葉）、関西圏（大阪、兵庫、京都）、愛知、
福岡である回答者の選択状況
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　一都三県：238件、関西圏：118件、愛知県：37件、福岡県：27件
　＊下表の割合は、各質問に対する本社所在地別の有効回答者数に対する割合です。
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・管理費、修繕積立金の月額に関する情報の入手先

〇	本社所在地が一都三県（東京、神奈川、埼玉、千葉）、関西圏（大阪、兵庫、京都）、愛知、
福岡である回答者の選択状況
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　一都三県：238件、関西圏：116件、愛知県：37件、福岡県：27件
　＊下表の割合は、各質問に対する本社所在地別の有効回答者数に対する割合です。
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・管理費、修繕積立金の滞納額（売買対象物件）に関する情報の入手先

〇	本社所在地が一都三県（東京、神奈川、埼玉、千葉）、関西圏（大阪、兵庫、京都）、愛知、
福岡である回答者の選択状況
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　一都三県：238件、関西圏：116件、愛知県：37件、福岡県：27件
　＊下表の割合は、各質問に対する本社所在地別の有効回答者数に対する割合です。
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・管理費、修繕積立金の滞納額（マンション全体）	に関する情報の入手先

〇	本社所在地が一都三県（東京、神奈川、埼玉、千葉）、関西圏（大阪、兵庫、京都）、愛知、
福岡である回答者の選択状況
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　一都三県：234件、関西圏：115件、愛知県：37件、福岡県：27件
　＊下表の割合は、各質問に対する本社所在地別の有効回答者数に対する割合です。
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・修繕履歴（大規模修繕履歴を含む）に関する情報の入手先

〇	本社所在地が一都三県（東京、神奈川、埼玉、千葉）、関西圏（大阪、兵庫、京都）、愛知、
福岡である回答者の選択状況
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　一都三県：237件、関西圏：116件、愛知県：37件、福岡県：27件
　＊下表の割合は、各質問に対する本社所在地別の有効回答者数に対する割合です。
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・耐震診断の有無に関する情報の入手先

〇	本社所在地が一都三県（東京、神奈川、埼玉、千葉）、関西圏（大阪、兵庫、京都）、愛知、
福岡である回答者の選択状況
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　一都三県：235件、関西圏：116件、愛知県：37件、福岡県：27件
　＊下表の割合は、各質問に対する本社所在地別の有効回答者数に対する割合です。
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⑵　中古分譲マンションの売買・売買の媒介時に、当該マンション管理（管理規約、各種細則、
管理費や修繕積立金の月額、滞納状況等）に関する情報のうち、情報提供を得にくいことが
多いもの（情報提供を拒否されることが多いもの）に〇をしてください。（複数回答可）

　＊回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（557件）に対する割合を記載しています

〇代理媒介の取引成約件数（取引成約件数回答者数：502件）の多少による回答状況は次のとおり
　※区分Ｄにおいて、「修繕積立金の滞納額」（３．及び４．）の項目の回答割合が低い。
　＊	下表の割合は、各質問に対する区分「Ａ（１～４件／年）」「Ｂ（５～ 19件／年）」「Ｃ（20
～ 99件／年）」「Ｄ（100 ～件／年）」別の有効回答者数に対する割合です。
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〇	本社所在地が一都三県（東京、神奈川、埼玉、千葉）、関西圏（大阪、兵庫、京都）、愛知、
福岡である回答者の選択状況
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　一都三県：169件、関西圏：92件、愛知県：28件、福岡県：20件
　＊下表の割合は、各質問に対する本社所在地別の有効回答者数に対する割合です。
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Ⅵ　地震災害等の自然災害に関する取組・課題
⑴　貴社売主の売却不動産について、地震災害等の自然災害への対応（売買物件への対応）とし
て取り組んでいることがあれば、該当するものに○をして下さい。（複数回答可）

　＊回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（714件）に対する割合を記載しています

〇売却成約件数（売却成約件数回答者数：573件）の多少による回答状況は次のとおり
　※	売却成約件数の多い区分ｄにおいて、「２．耐震改修工事」、「３．耐震・免震物件の分譲」、
「４．防災設備を備えた物件の分譲」という回答割合が高い。

　＊	下表の割合は、各質問に対する区分「ａ（１～４件／年）」「ｂ（５～ 19件／年）」「ｃ（20
～ 99件／年）」「ｄ（100 ～件／年）」別の有効回答者数に対する割合です。
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〇首都直下地震・南海トラフ巨大地震発生時の被害が予想される本社所在地一都九県の選択状況
　※１．～４．のいずれの項目についても、全国値より回答割合が高い。
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　東京：105件、千葉：12件、神奈川：30件、静岡：10件、愛知：30件、
　三重：7件、和歌山：４件、徳島：４件、高知：６件、宮崎：４件
　有効回答者数（合計）：212件
　＊	下表の割合は、本社所在地が上記一都九県かつ本質問へ有効な回答をした回答者数に対す
る割合です。

⑵　貴社売主の売却不動産について、地震災害等の自然災害への対応（買主への情報提供）とし
て取り組んでいることがあれば、該当するものに○をして下さい。（複数回答可）

　＊回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（772件）に対する割合を記載しています
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〇売却成約件数（売却成約件数回答者数：589件）の多少による回答状況は次のとおり
　※売却成約件数の多い区分ｄにおいて、１．～３．のいずれの項目でも回答割合が高い。
　＊	下表の割合は、各質問に対する区分「ａ（１～４件／年）」「ｂ（５～ 19件／年）」「ｃ（20
～ 99件／年）」「ｄ（100 ～件／年）」別の有効回答者数に対する割合です。
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〇	首都直下地震・南海トラフ巨大地震発生時の被害が予想される一都九県に本社が所在する回答
者の選択状況
　※１．～３．のいずれの項目についても、全国値より回答割合が高い。
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　東京：105件、千葉：17件、神奈川：35件、静岡：12件、愛知：36件、
　三重：８件、和歌山：４件、徳島：４件、高知：５件、宮崎：４件
　有効回答者数（合計）：230件
　＊	下表の割合は、本社所在地が上記一都九県かつ本質問へ有効な回答をした回答者数に対する割合
です。

⑶　貴社代理・仲介の不動産取引について、地震災害等の自然災害への対応（買主への情報提供）
として取り組んでいることがあれば、該当するものに○をして下さい。（複数回答可）

　＊回答に対する割合は、本質問の有効回答者数（849件）に対する割合を記載しています
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〇代理媒介の取引成約件数（取引成約件数回答者数：768件）の多少による回答状況は次のとおり
　※	取引成約件数が多い区分Ｄにおいて、「１．ハザードマップ関係」の項目の回答割合が高い。
なお、他の項目には大きな差異は認められない。

　＊	下表の割合は、各質問に対する区分「Ａ（１～４件／年）」「Ｂ（５～ 19件／年）」「Ｃ（20
～ 99件／年）」「Ｄ（100 ～件／年）」別の有効回答者数に対する割合です。
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〇	首都直下地震・南海トラフ巨大地震発生時の被害が予想される一都九県に本社が所在する回答
者の選択状況
　※１．～５．のいずれの項目についても、全国値より回答割合が高い。
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　東京：136件、千葉：26件、神奈川：41件、静岡：21件、愛知：42件、
　三重：11件、和歌山：３件、徳島：５件、高知：２件、宮崎：７件
　有効回答者数（合計）：294件
　＊	下表の割合は、本社所在地が上記一都九県かつ本質問へ有効な回答をした回答者数に対する割合
です。
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Ⅶ　土地の液状化のリスクに関する取組・課題
⑴　貴社の営業エリアに液状化のリスクがある宅地等の有無について、該当するものに〇をして
下さい。

〇代理媒介の取引成約件数（取引成約件数回答者数：776件）の多少による回答状況は次のとおり
※取引成約件数が多い区分ほど、液状化リスクがある宅地等が「ある」との回答割合が高い。
＊	下表の割合は、各質問に対する区分「Ａ（１～４件／年）」「Ｂ（５～ 19件／年）」「Ｃ（20
～ 99件／年）」「Ｄ（100 ～件／年）」別の有効回答者数に対する割合です。

〇	首都直下・南海トラフ地震発生時の被害が予想される一都九県に本社が所在する回答者の選
択状況
　※液状化リスクがある宅地等が「ある」という回答割合が、全国値より高い。
　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　東京：163件、千葉：27件、神奈川：48件、静岡：23件、愛知：47件、
　三重：10件、和歌山：４件、徳島：５件、高知：６件、宮崎：７件
　有効回答者数（合計）：340件
　＊	下表の割合は、本社所在地が上記一都九県かつ本質問へ有効な回答をした回答者数に対する割合
です。
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⑵　取引不動産の売買、代理・媒介において、液状化のリスクに関する説明の対応として、該当
するものに〇をして下さい。

〇代理媒介の取引成約件数（取引成約件数回答者数：695件）の多少による回答状況は次のとおり
　※	取引成約件数が多い区分Ｄについて、「１．会社全体の方針」という回答割合が高く、「３．
対応していない」という回答割合が低い。

　＊	下表の割合は、各質問に対する区分「Ａ（１～４件／年）」「Ｂ（５～ 19件／年）」「Ｃ（20
～ 99件／年）」「Ｄ（100 ～件／年）」別の有効回答者数に対する割合です。
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〇首都直下地震・南海トラフ巨大地震発生時の被害が予想される本社所在地一都九県の選択状況
　※	「１．会社全体の方針」という回答割合が全国値より高く、「３．対応していない」とい
う回答割合が全国値より低い。

　本質問における本社所在地別の有効回答者数は、次のとおり。
　東京：145件、千葉：25件、神奈川：43件、静岡：23件、愛知：42件、
　三重：11件、和歌山：４件、徳島：４件、高知：６件、宮崎：７件
　有効回答者数（合計）：310件
　＊	下表の割合は、本社所在地が上記一都九県かつ本質問へ有効な回答をした回答者数に対する割合
です。

⑶　取引不動産の売買、代理・媒介において、液状化のリスクがあると確認された場合、売買物
件の売出し価格や成約価格について、加味する又は加味するようアドバイスするかどうか、
該当するものに〇をして下さい。

⑷　上記⑶で１．又は２．に〇をした方のみご回答ください。液状化リスクを売買物件の売出し
価格や成約価格について加味する（加味するようアドバイスする）場合の考え方について、
該当するものに〇をして下さい。
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Ⅷ　自由意見の概要
インスペクションについて、義務化すべきとの意見や使いやすい制度にして欲しいといった意
見がある一方、インスペクションの利用について慎重な意見も寄せられた。
その他の意見としては、宅建業者の調査説明義務の範囲が広く宅建業者だけで責任を果たすの
は厳しいというものや、宅建業者の媒介報酬制限を見直すべきではないかという意見、業界とし
て多様な分野で一層のレベルアップを図っていくことが必要という意見などがあった。
	 （以　上）


